
2021年12月31日まで
控除額 最大500万円

住宅ローン残高の1％を10年間、最大500万円まで控除

住宅ローン減税 〈認定低炭素住宅〉

住宅取得税　制

認定低炭素住宅を新築・取得した場合、住宅ローンな
どの年末残高の1％が所得税額から控除されます。期間
は10年間です。
さらに、前年分の所得税から控除しきれない場合は、
翌年の住民税から控除を受けることができます。この場
合の控除上限額は年13.65万円です。

概　要 このような方が利用できます

●�「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づく認
定を受けた「低炭素住宅」を新築・取得した場合。

●合計所得金額が3,000万円以下。
●その者が主として居住の用に供する家屋であること。
●住宅の床面積は50㎡以上。
●住宅の取得または工事完了から6カ月以内に入居。
●借入金の償還期間が10年以上。

認定低炭素住宅とは

「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づいて認
定を受けた住宅のことです。
平成25年省エネルギー基準の住宅よりも10％以上エネ
ルギー消費量が少なく、節水機器（節水トイレ、節水
水栓）やHEMS、再生可能エネルギー利用など8項目
のなかから2項目以上に該当することが求められてい
ます。
詳細は国土交通省HP「低炭素建築物認定制度　関連
情報」を参照してください。
http://www.mlit .go. jp/ jutakukentiku/house/
jutakukentiku_house_tk4_000065.html

ここに注意!!

この制度は消費税率が8％または10％に引き上げるこ
とへの対応で、消費税が課税されない個人間の中古住
宅売買には適用されません。その場合は、消費税率5
％時の控除限度額300万円、住民税の控除上限額9.75
万円／年が適用されます。

2021年12月末までの制度です

2021年12月31日までに入居した方が対象です。

これだけ
お得です!!

控除額＝借入金等の年末残高×控除率
消費税率8％

または10％の場合
個人間中古住宅売買

の場合
控除対象
借入限度額 5,000万円 3,000万円

控除期間 10年 10年
控除率 1％ 1%

所得税からの
控除限度額 500万円 300万円

住民税からの
控除上限額 13.65万円／年 9.75万円／年

※譲渡損失の繰越控除との併用も可能です。
※�住宅とともに取得する敷地の費用に充てるため住宅に係る借入金と一体と
なって借り入れた借入金も対象となります。
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制度の
詳細

国土交通省
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk2_000017.html




